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(1)庁内体制構築の支援

本業務の実施にあたり、総務省『統一基準』に準拠し、次の３つの基本的な考え方と実地方針に
基づき、業務を遂行します。

職員負担の大幅軽減

施設類型を意識した
固定資産台帳整備

全庁的な情報共有と
自発性をもった成長

固定資産台帳の整備において貴団体職員
様の大幅な負担軽減を実現します。

1

総務省平成26年4月22日付「公共施設
等総合管理計画策定指針」に準拠した施設
管理を実施するために、経験豊富な公会計
認定コンサルタントが、固定資産台帳整備段
階で対象施設分類案を提示し、固定資産
台帳整備に当たります。

２

３
固定資産台帳の整備により情報を一元管

理することで徹底した情報共有を実現します。
資産の所在や評価の正しい情報は、関係

する職員の方々が持っています。一緒に台帳
作成イベントに参加し、外部的強制による改
革ではなく、自発性を持った
本物の改革に成長することができます。

3

(1-1)キックオフミーティング

▌1-1-1）本業務の実施方針

【基本的な考え方】 【実施方針】 【三位一体の運用】
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(1)庁内体制構築の支援

4

(1-1)キックオフミーティング

▌1-1-2）全体スケジュール(案)の説明
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固定資産

とは

固定資産台帳

公有財産

など

法定台帳

金額の

正確性

減価償却

有り無し

（原則）

個
別
支
援

協
力
依
頼

公有財産台帳 固定資産台帳

管理の主眼 財産の保全、維持、使
用、収益等を通じた現物
管理

会計と連動した
現物管理

対象資産の
範囲

建物・土地・備品等が中
心(道路・河川など台帳
上に整備されていない資
産もある)

全ての資産

資本的支出と
修繕費

明確な区分なし 区分あり

付随費用 明確な区分なし 区分あり

金額情報 なし（原則） あり

減価償却 なし あり

▌1-1-3)協力依頼、個別支援体制

(1)庁内体制構築の支援

5

◆固定資産とは

貴町が所有する道路、公園、学校、公民館等である。事業用資産とインフラ資産に区分される。
一般に地方公共団体の資産の9割が固定資産である。資産関連取引が執行データの3割を占める。

固定資産を、その取得から除売却処分に至るまで、その経緯を個々の資産ごとに管理するための帳簿。
取得価額、耐用年数等のデータを網羅的に記載したものであり、財務書類作成の基礎となる。
補助簿の役割を果たすとともに、地方公共団体の保有する財産（固定資産）の適切な管理及び有効
活用に役立つ。

◆公有財産台帳との主な相違点

貴町が所有する道路、公園、学校、公民館等である。事業用資産とインフラ資産に区分される。
一般に地方公共団体の資産の9割が固定資産である。資産関連取引が執行データの3割を占める。

固定資産を、その取得から除売却処分に至るまで、その経緯を個々の資産ごとに管理するための帳簿。
取得価額、耐用年数等のデータを網羅的に記載したものであり、財務書類作成の基礎となる。
補助簿の役割を果たすとともに、地方公共団体の保有する財産（固定資産）の適切な管理及び有効
活用に役立つ。

固定資産

とは

固定資産台帳

公有財産

など

法定台帳

金額の

正確性

減価償却

有り無し

（原則）

個
別
支
援

協
力
依
頼

◆固定資産とは

◆固定資産台帳とは

固定資産を、その取得から除売却処分に至るまで、その経緯を個々の資産ごとに管理するための帳簿。
取得価額、耐用年数等のデータを網羅的に記載したものであり、財務書類作成の基礎となる。
補助簿の役割を果たすとともに、地方公共団体の保有する財産（固定資産）の適切な管理及び有効
活用に役立つ。

◆金額の正確性について

10種の台帳は、物量的変化が基準とな
り、資本的支出や補償費等々の会計上
の計上範囲と異なっており、金額相違を作
り出します。資産計上の相違は、貸借対
照表の不具合を生み出し、減価償却費を
通じて行政コスト計算書・純資産変動計
画書にも影響し、財務書類全体の正当
性を揺るがすことになります。

貴町が所有する道路、公園、学校、公民館等である。事業用資産とインフラ資産に区分される。
一般に地方公共団体の資産の9割が固定資産である。資産関連取引が執行データの3割を占める。

キックオフミーティング時に「固定資産とは？」についてご説明
いたします。台帳整備前に担当課と打合せを行い、その中
でも、金額の正確さの重要性についてご理解とご協力をお
願いいたします。その正確性の追求のために弊社は支援を
惜しむことはありません！
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○○○組織図

▌1-1-4）財務関係概略についてのヒアリング

(1)庁内体制の構築

下記をご準備ください。

①決算書・決算統計・財産調書など

②公有財産台帳

③個別法に基づく法定台帳

例えば、道路台帳、都市公園台帳、

港湾台帳 など

④各種フォーマット

⑤執行科目一覧表

⑥執行データのフォーマット

⑦組織表

⑧コンピュータシステム概念図

⑨金融資産明細表等独自開発集計表 など

6
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▌2)現有財産台帳確認および各担当課へのヒアリングとは?

(2)現有財産台帳および各担当課へのヒアリング

全庁説明会の開催

資産評価・台帳整備の方針提案

ディスカッション

資産所管課・取りまとめ部署・コンサルの三位一体による運用

ヒアリング日程案

現有財産台帳他の調査・分析 ～公有財産台帳を含む10の法定台帳

～発生主義とは、複式簿記とは、統一基準の意義

～13の期待成果

7
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▌固定資産台帳整備方針の策定とは?

(3)固定資産台帳整備の方針の策定

ヒアリングによる各所管課の意向と特殊事情を踏まえ、固定資産台帳整備方針案を策定します。
方針策定に当たっては、各種用語の扱いや特殊取引を検討し「○○○会計規則」を作成します。

事業用資産

又は

インフラ資産

科目区分

公共用財産施設 上水道施設 上水道（建物、ポンプ等） 固定資産台帳 地方公営企業法に基づく水道事業会計決算書による -

公共用財産施設 上水道用地 上水道（土地） 固定資産台帳 地方公営企業法に基づく水道事業会計決算書による -

公共用財産施設 ○○地域（簡水・飲供） 資産台帳（Ｈ26年度整備） 資産台帳に基づき評価 準 台帳の確認・耐年は上水に準ずる

公共用財産施設 ○○地域（簡水・飲供） 資産台帳（Ｈ26年度整備） 資産台帳に基づき評価 -

公共用財産施設 上記地域以外 決算書（議会提出資料）
年度別事業費に基づき仮評価（来年度以降は上記と同様の形で順

次整備予定
50

決算書の確認・耐年は上水に

準ずる

年度別事業費から算定

寄付を受けたものは、平均単価を乗じて算定

中継ポンプ場 取得時の設計書等 個別事業費から算定 20

個別事業費から算定

寄付を受けたものは、面積×平均単価

流域下水道施設負担金 決算統計 個別事業費から算定 50

50

50

簡易水道課

管渠
下水道年報または公営企業決算統

計

処理設備 付保記録または取得時の設計書

簡易水道施設

下水道施設

NO 担当部 担当課

資産区分

Ｂ/Ｓ表示区分

資産種類区分

3

上下水道

局

下水道総務課

下水道維持課

インフラ資産

公共用財産施設

1 水道総務課

2

評価資産
評価資料

（平均単価算出基礎資料を含む）
評価方針

耐

用

年

数

留意事項

8

【 整備方針の一例 】
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▌固定資産洗出準備とは?

(4)固定資産洗出準備

9

固定資産システムの
設定・テスト

固定資産システム
運用説明

○○○会計規則の
説明

ヒアリング日程の
説明と調整

資産管理単位（２つのポイント）

資産評価基準について

開始時の単位

開始後の単位（新設設備や更新時）

付随費用について

ポイント１ 現物が確認でき、対応する価額を特定できること。（手引33段落）
ポイント２ 取替や更新を行う単位であること。耐用年数が異なるなど償却資産の単位に区分すること。

（手引32及び33段落）
統一的な基準では、棟、個、台、筆、㎡、m等を固定資産台帳に記載すべき資産単位とします。

（手引34段落）

• 道路、河川及び水路については、１区画単位の価額算定が困難な場合に限り、会計年度単位に
供用開始した合計数量（延長キロ等）とすることができる。（手引35段落）

• 建物本体と附属設備の耐用年数が異なる物件でも、一体と見なして減価償却計算を行うことができ
る。 （手引36段落）

• 門、柵、塀等については、一体として固定資産台帳に記載することができる。（手引37段落）
• 土地と建物等を一括で購入し内訳が判明しない場合には、契約金額から土地の適正な価額を控除

する等により、建物等の取得価額を算定することができる。（手引38段落）

• 道路については、路線単位等により管理する。（手引35段落）
• 建物本体と附属設備、門・柵・塀等及び土地建物一括購入については、分けて管理する。（手引

36,37及び38段落）

企業会計原則第3-1-5-Ｄにより取得価額に含める。
なお、個別単位で管理することも可能。
更に、消費税相当額を含めた税込方式を採用する。
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(5)固定資産洗出調査

▌固定資産洗出調査とは?

10

公有財産・固定資産の調査について

関係者様の事前ヒアリングを基に作成した資産調査マニュアルを基に、各種データ調査、関係課様へのヒアリング調査、
実地棚卸し調査等により、固定資産洗い出し調査を行い、一覧表と資産データ不一致リストを作成します。その際には、
固定資産システムを活用し、時間短縮を図ります。

1.固定資産整備方針案に基づき各部署にて調査を実施するための調査様式（ワークシート）及び成果物として納品する
公有財産・固定資産台帳データの書式を作成します。
2.過年度決算データ等各種データ調査、担当部署へのヒアリング調査、実地棚卸し調査等により、固定資産洗い出し調
査を行い、資産一覧の作成を行います。
3.資産一覧表の作成において下記のデータが検出された場合は、「資産データ不一致リスト」を作成し、貴町に提出すると
ともにその指示に従い一覧表への追記、または修正を行うものとします。
・重複データ：資産名称等が重複または明らかに二重登録と思われるデータ。
・欠落データ：資産名称・数量・取得時期が記載されていないデータ。
・閉鎖すべきデータ：資産名称から除却済と考えられるデータ。
・追加すべきデータ：土地や建物との整合性から資産を追加すべきデータ。

不一致の生じた資産に対し実地調査を行い業務期間中の解明に努めるとともに、次年度以降、更新ができる資産データ
となるよう調査資産の登録を行います。

固定資産台帳調査のポイント

調査対象資料が全て完全に揃っているケースは稀であると考えています。
資料の整備状況を踏まえて、目的を達成するために如何に作業を行うかが、弊企業体の力が求められ、発揮すべきところであると考えてい
ます。
☆ 本業務の目的を達成するために公会計認定コンサルタントとしての経験を活かし遂行します。
☆ 提案型業務遂行により、貴町職員の皆様のご負担を可能な限り軽減します。
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道路台帳
道路台帳は、昭和60～63年頃に作成整備されている。道路の延長距離の記録があり、地方交付税の基礎資料として提供される源泉資料ともなっている。
（国土交通省『道路統計年数』）しかし、工事原価等の金額情報は、通常記載されていない。

道路の計上単位
①路線（幅員×延長距離）
②年度事業費（1年度1本）
固定資産台帳は、合計補助簿としての役割を果たす。この点からは、上記①が望ましいと考えられる。

評価基準（『資産評価及び固定資産台帳整備の手引』の概要）

工事費実績調査（Ｗは幅員）
①1.5ｍ≦Ｗ＜2.5ｍ（側溝、歩道なし） 1万円／ｍ程度
②2.5ｍ≦Ｗ＜4.5ｍ（側溝、歩道なし） 4～5万円／ｍ程度
③4.5ｍ≦Ｗ＜6.5ｍ（片側側溝、片側歩道）18～22万円／ｍ程度
④6.5ｍ≦Ｗ （両側側溝、両側歩道）31～33万円／ｍ程度

(5)固定資産洗出調査

※2 左記は、下記条件での計算
・排水性が考慮されていない舗装
・側帯・歩道の有無により、9通りあるが、一般の方法で
金額算定を行った。

・ガードレールや街路灯は含まれるが、立体交差や
山際道路における側面擁壁は考慮外。

11

固定資産の洗い出しは、各台帳やデータ（土地・建物・備品・道路・河川など）を取りまとめ
整理していくことの繰り返しです。その中でも道路は、自治体が所有する資産に占める割合が高
くなっていますが、過去に建設された道路に関する資料が十分に保持されていないことが多い傾
向にあり、道路をどのように特定し、台帳に計上するかが大きな課題となります。

※1
再調達原価の算出方法
幅員別道路額×道路幅員別単価（円／ｍ）

☆★判断に困った場合も「公会計認定コンサルタント」が分かり易くサポートします！！★☆

※2

昭和59年度以前 昭和60年度以後

再調達原価
取得原価

不明時（再調達原価）
取得原価

開始時
開始後

※1

5-3)道路の計上単位と評価基準
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財源充当資料の例

12

路 線 別 単 位
取得原価不明分の対応

財源充当に関する打合せ
財 源 充 当 資 料 入 手

財 源 充 当 の 確 認

道路を個別に把握する最小単位が「路線別」。一路線全体について同時に工事を行うことは稀で
ある。昭和60年以後取得の道路で一部の工事原価が不明な場合、以下のいずれかの対応となる。
①不明部分を再調達価額で評価する。
②不明部分をゼロとし、判明分を取得価額とする。
③一部不明を全体不明とし、再調達価額で全体を評価する。

道路工事の資金として、国や県からの補助金、地方債などが財源と
される。

財源充当の確認を下記の表で行い、差引ゼロか否かを判定する。

資産番号 新規
固定
資産

判断 資産名 所在地
異動日
（取得日）

金額 国 県 地方債 基金 雑入 差引

R 新規 道路（公共施設） 資産 跨線橋桁制作運搬 20130331 21,007,350 16,164,000 4,843,350 0 

R 新規 道路（公共施設） 資産 舗装補修 20121025 836,850 187,050 649,800 

R 新規 道路（公共施設） 資産 舗装補修 20121025 31,036,950 19,124,000 11,912,950 0 

B 新規 橋梁（公共施設） 資産 橋梁補修 20130331 11,321,100 8,199,000 3,122,100 0 

B 新規 橋梁（公共施設） 資産 橋梁補修 20130331 4,752,300 4,096,000 656,300 0 

(6)固定資産評価

▌固定資産評価の流れ

固定資産一覧表の作成 土地や建物など、固定資産台帳に記載すべき一覧表を作成します。
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システム内外にて各資産について検証し、納品いたします

とりまとめた全資産について
一件ずつ開始時簿価(減価償却累計額)
等を検証し、明細としてご用意いたします。

システム内外で算定金額を検証し、
資産毎の金額の正確性を確保します

13

減価償却累計額（開始時簿価の算定）
の検証・確認

台帳50基本項目の入力と最終チェック

開始時固定資産台帳の作成

台帳運用全庁説明会
(質疑応答含む)

総務省提供標準ソフトウェアへのデータ移行

固定資産一覧表のデータベースに充当
財源を付加して、ダウンロードした総務
省提供標準ソフトウェアにデータ移行を
行います。

開
始
時
貸
借
対
照
表

固

定

資

産

台

帳

償却資産の取得原価（再調達原
価）に減価償却の計算を行い、開
始時簿価を算定します。

固定資産台帳の記載すべき基本50項目を充足しま
す。施設名（6）、供用開始年月日（11）、取得
価額等（12）、減価償却累計額（47）、公有財
産台帳番号（49）、法定台帳番号（50）を入力
し、最終チェックを行います。
※（）内の数値は記載項目の列番号を示す

取得価額－減価償却累計額
＝開始時簿価

が判別できます。こうして、固定資産台
帳が作成されます。

▌固定資産台帳作成のポイント

(7)固定資産台帳作成
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(8)固定資産台帳分析・活用

▌固定資産台帳の分析から判明する重要2点

資産老朽化比率は、下記から算出されます。この比率が高いほど、老朽化が進んでいます。さらに、将来
の資産更新必要額の推計ができます(5年ごと40年間の資産種類別)。固定資産台帳の分析を通して、
建物の更新ピーク時やインフラ資産の更新ピーク時が解り、資産更新資金の準備が課題となります。

資産老朽化比率 ＝
減価償却累計額

償却資産（建物及び工作物）の
貸借対照表計上額

＋ 減価償却累計額

建物・工作物の
うち未償却分

129億円
【小学校】

減価償却累計額
80億円

【小学校】

小学校

町全体

町立保育園

38.3%が
償却済

43.2%が
償却済

57.1%が
償却済

建物・工作物
の取得価格
209億円

建物・工作物
の取得価格
7億円

小学校と町立保育園とを比較すると町
立保育園の方がより老朽化していると
いえる！！

小学校と町立保育園の
どちらの老朽化対策の
優先度が高いか・・・

この試算により予算編成時への活用や長期財政計画の見通しが立てやすくなります。

【図 試算老朽化比率の公共施設等マネジメントへの活用】

【図 将来の施設更新必要額の推計】

建物・工作物の
うち未償却分

680億円
【町全体】

減価償却累計額
518億円
【町全体】

建物・工作物の
うち未償却分

3億円
【町立保育園】

減価償却累計額
4億円

【町立保育園】

14
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上層路盤

下層路盤
路盤

舗装 構築物

土地等

＜会計上＞

表層

基層

路床

路体

１．道路の計上単位
①路線別 → 資産を個別に把握するうえでの最小単位

２．道路の評価
①舗装部分と路床・路体部分に分けての実際原価算定価
ｱ)本来、非償却資産
ｲ)償却する場合、一定（長め）の耐用年数の採用が減価償却費への影響が少なくなる
ｳ)修繕の対象とはなりにくい

３．耐用年数
10・15年（舗装部分）と50（60）年（路床・路体部分） ～ 台帳整備後に精緻化します

■減価償却費多額化によるフルコスト情報への影響 / 総務省標準ソフトウェアの『活用』

15

整備した固定資産台帳の各種運用のための○○○専用のマニュアルを作成します。
また、運用全庁説明会を開催し、他団体の事例を交えながら、運用の細部について理
解を深めていただきます。

(9)固定資産台帳の管理、更新

▌固定資産台帳の運用マニュアルと全庁説明会

9-1) 道路の舗装部分と路床・路体の耐用年数

○○○
固定資産台帳
運用マニュアル

H27年度
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台帳整備後の2年目からは、「執行データ」から「固定資産台帳」を作成します。
執行伝票データを複式簿記に変換された資産計上のデータをもって、固定資産台帳更新の原資料としま

す（資産更新の継続性を担保）。
工事請負費用等・資産関連費用を資本的支出として資産計上するべきか、修繕費として当期の

行政コストにするべきか、を合理的に判断する仕組みが必要となります。
款・項・目・事業・所管課・財源等々そして、関連修繕費や関連補助金等々も執行データに含まれます。

資産形成の個別データと執行データの結合は不可避であり、かつ容易です。

会計年度
伝票番号
伝票日付
款
項
目
事業
事業名
・
・
・

マッチング

執行データ

固定資産
台帳

16

9-2) 執行データに基づく資産計上

(9)固定資産台帳の管理、更新
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▌(10-1) 開始貸借対照表の作成とは?

(10)開始貸借対照表の作成

開始貸借対照表の作成とは、統一的な基準導入
初年度の勘定科目別残高です。既存の各種台帳
等（原簿）と存在の有無・金額の正当性を悉皆調査
し、計上額を決定します。

【固定資産】

固定資産台帳の整備後の開始時簿価を使用

【金融資産】

現金預金・未収金・短期貸付金・基金などの流動
資産

【負債】

未払金・預り金・地方債・各種引当金など

業務委託契約書などにより債務の認識・測定しま
す。

なお、一例として未払金の明細を次に示します。

未払金の算定

未払金の算定方法

→ 未払金明細より当年度残高を計上する

表【１】 過年度（H25年度以前）未払金

予算科目 前期未払金額 当期支払済額 未払残額

A B C=A-B

(1) 6 1 3 19 407,000 88,000 319,000 農業基盤強化資金

(2) 6 1 3 19 135,000 34,000 101,000 農業基盤強化資金

(3) 6 1 4 19 3,350,000 3,350,000 0 モデル営農負担金

(4) 6 1 4 19 4,274,000 1,637,000 2,637,000 モデル営農負担金

(5) 6 1 4 19 7,336,000 2,445,000 4,891,000 モデル営農負担金

(6) 6 1 3 19 37,000 12,000 25,000 スーパーL利子補給

(7) 6 1 3 19 23,000 6,000 17,000 スーパーL利子補給

(8) 6 1 3 19 602,000 141,000 461,000 スーパーL利子補給

(9) 6 1 3 19 88,000 23,000 65,000 農業基盤強化資金

(10) 6 1 3 19 587,000 78,000 509,000 農業基盤強化資金

(11) 6 1 3 19 23,000 6,000 17,000 台風災害利子補給

(12) 6 1 3 19 289,000 57,000 232,000 農業基盤強化資金

(13) 6 1 3 19 241,000 4,000 237,000 農業基盤強化資金

(14) 3 1 6 19 7,254,500 2,535,000 4,719,500 デイサービス助成金

(15) 4 1 1 19 14,274,000 8,695,000 5,579,000 組合病院補助

(16) 4 1 9 19 9,978,000 475,000 9,503,000 水道負担金

(17) 3 1 6 19 15,000,000 1,637,000 13,363,000 ○○苑

(18) 4 1 7 19 1,100,000 100,000 1,000,000 保福セろ過装置

(19) 3 1 6 19 4,274,000 3,000,000 1,274,000 ○○苑整備補助

(20) 3 1 6 19 954,000 318,000 636,000 ○○整備

(21) 3 1 6 19 1,090,000 1,090,000 0 ○○苑整備

(22) 3 1 6 19 18,900,000 2,700,000 16,200,000 特別養護老人ホーム○○

(23) 6 1 3 19 237,000 40,000 197,000 農業基盤強化資金

(24) 6 1 3 19 120,000 24,000 96,000 農業基盤強化資金

90,573,500 28,495,000 62,078,500

表【２】 当年度（H26年度）未払金計上額

支出決定額 当期支払済額 未払残額

A B C=A-B

(1) 6 1 3 19 3,053,000 1,007,000 2,046,000 営農維持緊急支援資金利子補給費

(2) 6 1 3 19 1,526,000 373,000 1,153,000 営農経営支援資金利子補給費

(3) 6 1 3 19 600,000 0 600,000 営農経営支援資金利子補給費

(4) 6 1 3 19 43,000 0 43,000 農業基盤強化資金

(5) 2 1 9 18 421,895,000 248,645,000 173,250,000 電算システム更新

427,117,000 250,025,000 177,092,000

摘　要

摘　要

合計

予算科目

合計
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(11)公会計は経営改革の羅針盤

そのためには
○固定資産台帳の整備

公会計は経営改革の羅針盤

○複式簿記の導入

帳簿(伝票ごと)から誘導的に作成することによりバランスシート
と固定資産台帳が相互に検証が可能となり正確な固定資産台帳が
作成できます

取引ごとの仕訳を行うことで、事業別・施設別等より細かい単位で
フルコスト情報での分析が可能となります。
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(11)公会計は経営改革の羅針盤

▌11-1)統一基準における事務処理とは?

19

「地方公共団体における固定資産台帳の整備等に関する作業部会（第1回）資料5－2 千葉県習志野市資料」 より引用
http://www.soumu.go.jp/main_content/000252981.pdf

※ 総務省「今後の新地方公会計の推進に関する研究会」第２１回・第２２回の配布資料を一部加工

「統一基準」による財務書類、固定資産台帳に関する事務処理と関連性は以下の通りです。

19
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20

(2)仕訳帳

単式簿記から複式簿記への変換、
仕訳帳で管理いたします

支出命令決議書

複式簿記に係る仕訳処理の実例
(歳出・工事請負費(事業用資産形成の場合))

「地方公共団体における固定資産台帳の整備等に関する作業部会（第1回）資料5－2 千葉県習志野市資料」 より引用
http://www.soumu.go.jp/main_content/000252981.pdf

(1)資金仕訳変換表

(11)公会計は経営改革の羅針盤

11-2) 執行データから複式簿記への変換

取引（伝票）ごとに勘定科目に変換いたします

金額が反映される

科目を変換

科目の変換

金額の反映

20
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(12)帳簿体系の整備

▌12-1)独自のシートを開発して利用する

公会計において「貸付金」の取り扱いが特殊となります。現金主義の慣行により貸付金は期限到来時に
返済の「調定」が行われ、「未収金」となるからです。
調定は地公体の内部的意志決定行為であり、その歳入の発生した権利内容を調査し決定します。
未収金は一定回収できずに経過すれば「長期延滞債権」となります。
それゆえ、短期貸付金は、まだ返済期限が来ていないが１年以内に期限が到来するもの。長期貸付金

は、１年を超えて期限が到来するものになり、通常の意味の「貸付金」は、「貸付金」「未収金」「長期延滞
債権」に分かれることとなります。
以上のことから総務省「財務書類作成要領」の別表4-2、4-4、4-6の整備が重要となり、あらかじめ

別紙１～３を作成し整理を行います。

別表４－２ 未収・未払・不納欠損残高整理表
1 以下の各表は、予算決算及び歳入歳出決算集計データと合致していなければならない。

2 本表は、本年度末の整理仕訳及び附属明細書作成に利用する。

（１） 過年度未収金

（２） 本年度未収金計上額

（３） 過年度未払金

（４） 本年度未払金計上額

予算科目 前年度未収金 本年度収納済額 未収残額 うち不納欠損決定額 本年度末残高 摘　要

A B C=A-B D E=C-D

予算科目 本年度調定額 本年度収納済額 未収残額 うち不納欠損決定額 本年度末残高 摘　要

A B C=A-B D E=C-D

予算科目 前年度未払金額 本年度支払済額 未払残額 摘　要

A B C=A-B

予算科目 支出決定額 本年度支払済額 未払残額 摘　要

A B C=A-B

21

未収・不納欠損残高整理表 平成２６年度

H20

予算科目 担当課 分類 当期調定額 当期収納済額 未収残額 うち不納欠損決定額 当期末残高 摘　要

A B C=A-B D E=C-D 現年度分残高 過年度分残高

A 一般会計 0 0 0 0 0 0 0

1 町税 0 0 0 0 0 0 0

個人町民税 町民税課 公法 0 0 0 0

法人町民税 町民税課 公法 0 0 0 0

固定資産税 資産税課 公法 0 0 0 0

軽自動車税 資産税課 公法 0 0 0 0

町たばこ税 町民税課 公法 0 0 0 0

特別土地保有税 資産税課 公法 0 0 0 0

事業所税 町民税課 公法 0 0 0 0

都市計画税 資産税課 公法 0 0 0 0

12 分担金及び負担金 0 0 0 0 0 0 0

障がい者施設措置費負担金 障がい福祉課 公法 0 0 0 0

町立こども園運営費負担金 保育課 公法 0 0 0 0

私立こども園運営費負担金 保育課 公法 0 0 0 0

13 使用料及び手数料 0 0 0 0 0 0 0

障がい者施設使用料 障がい福祉課 公法 0 0 0 0

町立こども園私的契約児童保育料 保育課 公法 0 0 0 0

へき地こども園児童保育料 保育課 公法 0 0 0 0

障がい児施設使用料 障がい福祉課 公法 0 0 0 0

こども発達センター診療収入 障がい福祉課 私法 0 0 0 0

こども発達センター診断書等手数料 障がい福祉課 私法 0 0 0 0

町有財産等使用料（道路・法定外公共物占用料） 土木管理課 公法 0 0 0 0

下水道使用料（一般会計分） 下水道総務課 公法 0 0 0 0

町営住宅使用料 建築住宅課 私法 0 0 0 0

こども園保育料 保育課 公法 0 0 0 0

教職員住宅使用料 学校教育課 私法 0 0 0 0

中央公園使用料 スポーツ課 公法 0 0 0 0

体育施設目的外使用料 スポーツ課 公法 0 0 0 0

塵芥処理手数料 清掃施設課 公法 0 0 0 0

コンサートホール使用料 文化振興課 公法 0 0 0 0

軽度生活援助事業利用手数料 高齢福祉課 公法 0 0 0 0

16 財産収入 0 0 0 0 0 0 0

土地開発基金土地貸付収入 街路課 私法 0 0 0 0

林業生産物売払収入 森林課 0 0 0 0

20 諸収入 0 0 0 0 0 0 0

貸付奨学金 学校教育課 私法 0 0 0 0

学校給食費 保健給食課 私法 0 0 0 0

別紙１※この事例は当年度と過年度を一本にしていますが、過年度と本年度を
分ける方法もあります。
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(12)帳簿体系の整備

別表４－４ 投資その他の資産明細表

資
金
支
出
・
繰
入

評
価
益
・
受
贈
益

合
計

回
収
・
取
崩

売
却

評
価
損

徴
収
不
能

合
計

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

合　　計

前
年
度
末
残
高

本年度増加 本年度減少 本
年
度
末
残
高

投資等

区分 勘定科目

金融資産明細表 平成２６年度

資
金
支
出
・
繰
入

評
価
益
・
受
贈
益

振
替

合
計

回
収
・
取
崩

売
却

評
価
損

貸
倒
処
理

振
替

合
計

貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
短期貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
奨学生貸付金 学校教育課 一般 0 0 0
●●まちづくり株式会社貸付金 商業観光課 一般 0 0 0
母子福祉資金貸付金 子ども家庭課 母子 0 0 0
寡婦福祉資金貸付金 子ども家庭課 母子 0 0 0

長期貸付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
●●●●資金貸付金 （福）総務課 一般 0 0 0
奨学生貸付金 学校教育課 一般 0 0 0
●●まちづくり株式会社貸付金 商業観光課 一般 0 0 0
母子福祉資金貸付金 子ども家庭課 母子 0 0 0
寡婦福祉資金貸付金 子ども家庭課 母子 0 0 0

有価証券 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
●●競馬株券 管財課 一般 0 0 0
●●●●株券 管財課 一般 0 0 0

出資金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
●●森林組合 森林課 一般 0 0 0
●●●●●株式会社 管財課 一般 0 0 0
株式会社●●センター 企画課 一般 0 0 0
●●●●ふるさと振興基金 企画課 一般 0 0 0
株式会社　●●●● 高齢福祉課 一般 0 0 0
●●まちづくり株式会社 商業観光課 一般 0 0 0
●●県森林組合連合会 森林課 一般 0 0 0
●●市水道事業 水道総務課 一般 0 0 0
社団法人　●●県農林公社 森林課 一般 0 0 0
財団法人　●●県信用保証協会 商業観光課 一般 0 0 0
社会福祉法人　●●市社会福祉協議会 （福）総務課 一般 0 0 0
社会福祉法人　●●市社会福祉協議会地域福祉活動基金（福）総務課 一般 0 0 0
財団法人　●●県国際交流協会 国際課 一般 0 0 0
●●●医師会協同組合 （福）総務課 一般 0 0 0
財団法人●●●●●●自然活用村協会 ●●支所 一般 0 0 0
地方公共団体金融機構（旧地方公営企業等金融機構）財政課 一般 0 0 0

基金・積立金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
財政調整基金 財政課 一般 0 0 0
減債基金 財政課 一般 0 0 0
その他積立基金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
総合運動公園建設基金 公園課 一般 0 0 0
森づくり基金 森林課 一般 0 0 0
水道水源保全基金 水道総務課 水源 0 0 0
社会福祉基金 （福）総務課 一般 0 0 0
奨学基金 学校教育課 一般 0 0 0
交通安全基金 交通安全課 一般 0 0 0
青少年健全育成基金 次世代育成課 一般 0 0 0
●●●●古窯基金 文化財課 一般 0 0 0

定額運用基金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
土地開発基金 財政課 一般 0 0 0
都心整備基金 都市整備課 一般 0 0 0
産業振興基金 産業労政課 一般 0 0 0

合　　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当
期
末
残
高

勘定科目 担当課
会
計

前
年
度
残
高

当期増加 当期減少

今回 確認対象外

別紙２

別表４－６ 地方債明細表

借
入

振
替

計 返
済

振
替

計

合計

区分

前
年
度
末
残
高

増加 減少

地方債

１年以内償還予定地方債

本
年
度
末
残
高

公債・借入金明細表
平成２６年度

借
入

振
替

合
併
等
に

よ
る
引
継

計
返
済

振
替

計

流動 0 0 0

非流動 0 0 0
計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
流動 0 0 0
非流動 0 0 0
計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
流動 0 0 0
非流動 0 0 0
計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
流動 0 0 0
非流動 0 0 0
計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
流動 0 0 0
非流動 0 0 0
計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
流動 0 0 0
非流動 0 0 0
計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

流動 0 0 0 0 0 0 0 0 0
非流動 0 0 0 0 0 0 0 0 0
計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計

公債
公共下水道事業

特別会計

公債
農業集落排水事業

特別会計

借入金

公債 一般会計

公債
母子寡婦福祉資金
貸付事業特別会計

公債
簡易水道事業
特別会計

前
年
度
残
高

増加 減少 当
期
末
残
高

別紙３

※別表4-4は、現金主義の帳簿または関係課からの資料で作成されます。
勘定残高を総勘定元帳と照合し、違っていれば悉皆調査を行い、完全合一とします。

※別表4-6は、同じく照合が必要です。 別紙３レベルのものが必要となります。
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（12）帳簿体系の整備

「財務書類作成要領」では自治体様に作成が求められる沢山の書類があります。
弊社は、この作成をフルサポートします。

23

資産負債内訳簿

別表4-1 現金預金明細表
別表4-2 未収・未払・不納欠損残高整理表
別表4-3 債権債務整理表
別表4-4 投資その他の資産明細表
別表4-5 有形・無形固定資産明細表
別表4-6 地方債明細表
別表4-7 引当金明細表

附属明細書

１．貸借対照表の内容に関する明細
(1) 資産項目の明細

① 有形固定資産の明細
② 有形固定資産の行政目的別明細
③ 投資及び出資金の明細
④ 基金の明細
⑤ 貸付金の明細
⑥ 長期延滞債権の明細
⑦ 未収金の明細

(2)負債項目の明細
① 地方債（借入先別）の明細
② 地方債（利率別）の明細
③ 地方債（返済期間別）の明細
④ 特定の契約条項が付された地方債
⑤ 引当金の明細

２．行政コスト計算書の内容に関する明細
(1) 補助金等の明細

３．純資産変動計算書の内容に関する明細
(1) 財源の明細
（２） 財源情報の明細

４．資金収支計算書の内容に関する明細
（１） 資金の明細

12-2) 資産負債内訳簿・付属明細書の作成



24美郷町固定資産台帳整備支援及び財務書類作成支援業務委託に係る提案書
©2015 安心経営株式会社Co.,Ltd. All Rights Reserved.

公会計認定コンサルタントとして、地方公共団体を支援し、8年目に入りました。

24

地方自治体7つの業務支援

1)公共施設等総合管理計画の作成支援業務

2)長期財務40年プランの作成支援業務

3)公共施設白書の作成支援業務

4)固定資産台帳の整備活用支援業務

-事業別・施設別行政コスト計算

-施設別ライフサイクルコスト計算

-財務シミュレーション

5)地方公営企業法適用拡大の支援業務

6)簡易水道・下水道事業の発生主義・複式簿記の支援業務

7)地方公営企業の消費税課税区分・申告のアドバイス

(秋田中央税理士法人)

住 所 ： 秋田県秋田市山王5丁目7番28号
電話番号： ０１２０－４２－４４５５
Ｅ-ｍａｉｌ： t.sugiyama@annshin.net
ＵＲＬ ： http://www.annshin.net/

統一基準に準拠した固定資産台帳は、8つのStepで整備されます。職員負担の大幅軽減を実現します。
財務書類の分析では、財政状態の変化を知る6つの視点30項目の指標に、経年比較し変化を報告します。そし
て、予算編成で課題の解決を図るようご支援します。
公共下水道事業の法適化を実現し、企業会計移行の支援実績があります。
また、公共施設等総合管理計画策定を支援し、40年間の長期財政シミュレーションを提供します。

代表 者： 杉山 隆

固定資産台帳関連論文 （弊社ＨＰをご覧ください）

「台帳整備と固定資産台帳」

「固定資産台帳からみた複式簿記化」

「固定資産台帳作成の価値」

住民人口3万人余自治体の財政状況と課題

「人口3.5万人Ｋ市の財政状況と改善課題」

住民人口3万人未満自治体の財政状況と課題

「3万人未満の自治体財政の到達点」

秋田県市町村別 人口1人当り公共施設延床面積

秋田県の資産更新必要額と実質資金不足額

◎固定資産台帳の整備/見積書作成(無料) 

http://www.annshin.net/

